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精神障害者の地域移行をめぐる動向② 

～地域移行支援について～ 
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【基本的な考え方】 
・昭和29（1954）年の全国精神衛生実態調査では、精神障害者の全国推定数130万人のうち、要入院者は35万
人であり、当時の病床（約3万床）は、その10分の1にも満たないとしていました。 
・同時期に改正された精神衛生法は、非営利法人の設置する精神科病院の設置及び運営に要する経費に関
する国庫補助の規定を設けました。 
・昭和33（1958）年の医療法では、｢精神科特例｣を導入して一般医科とも分け、以後、精神科病院の設立ブー
ムが起こったことは周知のとおりです。 
・その後30年かけて、この要入院者３５万人という推計を、国策として追い求めてきました。 
・これが、いわゆる長期入院者への支援とその責任を精神科医療機関だけに押しつけてならない根拠です。 
・この間、多くの国民は、こうした実態を十分に認識できないまま容認してきました。この現実を、国民は、自ら
が担う共通の課題として認識すべきです。⇒医療と福祉で、協力、連携して支援していきましょう。 
 

【事業の変遷】 
・我が国は、国民の要請に応じて、国策として必要とされた病床の拡大をしてきました。しかし、向精神薬や医
療看護技術の進歩と共に、入院治療から地域生活支援中心へと改革することになりました。医療機関は、これ
まで少ないマンパワーのなか、直近の入院患者さん、退院患者さんへの支援に追われてきました。社会的（家
族、金銭、住居、仕事、支援者等）支援がない人への退院支援は労力がかかるなか、医療機関が中心に行っ
てきましたが、時代とともに新たなモデルが必要となり以下のような政策がすすめられました。 
・平成１５～１７年度は、「精神障害者退院促進支援モデル事業」として実施。 
・平成１８～１９年度は、「精神障害者退院促進支援事業」として実施。 
・平成２０年度からは、精神障害者の退院促進・地域定着に必要な体制整備の総合調整を行う地域体制整備
コーディネーターを配置することとした「精神障害者地域移行支援特別対策事業」。 
・平成２２年度からは、地域生活への移行支援にとどまらず、地域生活への移行後の地域への定着支援も行う
事業へ見直し、事業名も「精神障害者地域移行・地域定着支援事業」。 
・平成２４年４月、障害者自立支援法の「地域相談支援」となる。 
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○計画相談支援（個別給付） 
・サービス利用支援 
・継続サービス利用支援 

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談） 

指定特定相談支援事業者（計画作成担当） 
※事業者指定は、市町村長が行う。 

「障害者」の相談支援体系 

２４年４月から ２４年３月まで 

○障害者・障害児等からの相談（交付税） 

市町村／指定相談支援事業者に委託可 
 

○障害者・障害児等からの相談（交付税） 

・支給決定の参考 

・対象を拡大 

○居住サポート事業（補助金） 
（市町村／指定相談支援事業者等に委託可） 

○地域相談支援（個別給付） 
・地域移行支援（地域生活の準備のための外出への同

行支援・入居支援等） 

・地域定着支援（２４時間の相談支援体制等）            

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談） 

指定一般相談支援事業者 
（地域移行・定着担当） 

※事業者指定は、都道府県知事が行う。 ○精神障害者地域移行・地域定着支援事業（補助金） 
（都道府県／指定相談支援事業者、精神科病院等

に委託可） 

市町村／指定特定（計画作成担当）・一般相談 
支援事業者（地域移行・定着担当）に委託可 

○指定相談支援（個別給付） 
・サービス利用計画の作成 
・モニタリング  

○障害者・障害児等からの相談 

指定相談支援事業者 
※事業者指定は、都道府県知事が行う。 
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※ 市町村が現行制度において担っている地域生活支援事業の相談支援事業に係る役割については、これまでと変更がないことに留意。 

厚生労働省資料 

@2016 公益社団法人日本精神保健福祉士協会 



市町村で実施している相談支援事業  
障害のある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう身近な市町村を中心に次のような相談支援事業を実
施しています。 ※市町村によっては実施していない事業もあります。 

障害者相
談支援事
業 
  

【内容等】 
障害者の福祉に関する様々な問題について、障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供、障害福祉サービスの
利用支援等を行うほか、権利擁護のために必要な援助も行います。 
また、こうした相談支援事業を効果的に実施するために、自立支援協議会を設置し、中立・公平な相談支援事業の実
施や地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善を推進します。 
【相談窓口】 
市町村の障害福祉担当部署又は市町村から委託された指定特定相談支援事業者・指定一般相談支援  

基幹相談
支援セン
ターの設
置 

【内容等】 
地域における相談支援の中核的役割を担う機関として、総合的な相談業務の実施や地域の相談支援事業者間の連
絡調整や関係機関の連携支援など、相談支援体制の強化の取組等を行います。 
【相談窓口】 
基幹相談支援センター（市町村の障害福祉担当部署又は市町村から委託された法人等）  

（自立支
援）協議会 

障害者総合支援法第89条の３において、地方公共団体は障害者や障害児への支援体制の整備を図るため、関係機
関等で構成される協議会の設置に努めることとされています。 
協議会は、地域における障害者や障害児への支援体制に関する課題についての情報を共有し、関係機関等の連携
を推進し、地域の実情に応じた体制の整備について協議します。 
市町村によっては、相談支援事業者、精神科病院、障害者支援施設、保健所等をメンバーに、地域移行・地域定着支
援に関する専門部会を設置し、関係機関の連携体制及び支援体制の強化を図り、円滑な地域生活への移行等に取り
組んでいるところもあります。  
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とあるものは法律に規定されている事項。以下同じ。 

    市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定を受けた特定相談支援事業者が作成 
    するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行う。 

＊ 上記の計画案に代えて、指定特定相談支援事業者以外の者が作成する計画案（セルフプラン）を提出可。 
＊ サービス等利用計画作成対象者を拡大する。 

法 支給決定時のサービス等利用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）
について、計画相談支援給付費を支給する。 

法 障害児についても、新たに児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が、通所
サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成する。 

＊  障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者自立支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス
等利用計画を作成。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成） 

支給決定プロセスの見直し等（平成27年4月〜完全実施） 
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※点線枠部分は、必要に
より実施 

指定特定相談支援事業者（計画作成担当）及び障害児相談支援事業者と 
障害福祉サービス事業者の関係 
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必要に応じて、医療の必
要性や職業能力の程度な
どについて、外部の専門
機関等に状況照会。 
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１．対象者 
     →  障害者（児）の自立した生活を支え、障害者（児）の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細か

く 支援するため、対象者を大幅に拡大。 
        具体的な対象者については、以下のとおり。     

 

 

 

 
 
   →  対象拡大に当たっては相談支援の提供体制の整備が必要であるため、平成２４年度から段階的に拡大し、平成２7年３月31日以降は、

原則としてすべての対象者について実施。 
      また、新規利用者、従前のサービス利用計画作成費の支給対象者（※）、施設入所者を優先して拡大することとし、年次計画や個別の

対象者の選定については、市町村が上記の優先対象を勘案して判断。 
     なお、施設入所支援と就労継続支援Ｂ型又は生活介護の利用の組み合わせは、ケアマネジメント等の手続きを前提に認めることとして

いるため、当該組み合わせに係る平成２４年４月以降の新規利用者はサービス等利用計画作成が必須となることに留意。  

    ※  ① 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要である者                  

      ② 単身世帯の者等、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難である者 
           ③ 常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい支障があるもののうち、四肢の麻痺及び寝たきりの状態にあるもの 
       並びに知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する者（ただし、重度障害者等包括支援の支給決定を受けていない者に限る。） 

計画相談支援・障害児相談支援 

２．サービス内容 

   ○ 支給決定時（サービス利用支援・障害児支援利用援助） 

   ・ 支給決定又は支給決定の変更前に、サービス等利用計画・障害児支援利用計画（以下、「計画」という。）案を作成。 

   ・ 支給決定又は変更後、サービス事業者等との連絡調整、計画の作成。 

   ○ 支給決定後（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助） 

    ・ 厚生労働省令で定める期間ごとに、サービス等の利用状況の検証を行い計画の見直しを行う（モニタリング）。 

    ・ サービス事業者等との連絡調整、支給決定又は支給決定の変更に係る申請の勧奨。 

 

 

 （障害者自立支援法の計画相談支援の対象者） 

・  障害福祉サービスを申請した障害者又は障害児 

・  地域相談支援を申請した障害者 

 ※ 介護保険制度のサービスを利用する場合については、障害福祉サービス固有の行動援護、同行援護、自立訓練（生活訓練）、 
就労移行支援、就労継続支援等の場合で、市町村が必要と認めるとき求めるものとする。 

 （児童福祉法の障害児相談支援の対象者） 

   障害児通所支援を申請した障害児 

法 

法 
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３．事業の実施者（市町村が指定する特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当）） 

 （指定手続） 

  → 「総合的に相談支援を行う者として厚生労働省令で定める基準に該当する者」が、事業所の所在地を管轄する市町村長に申
請 

     し、当該市町村長が指定。（事業所の所在地以外の市町村の障害者（児）への計画相談支援、障害児相談支援も実施可。）   

  → 「総合的に相談支援を行う者」の基準については、以下を満たす事業者とする。 

      ① 三障害対応可（事業の主たる対象とする障害の種類を定めている場合でも、他の事業所との連携により対応可能な場合や、身近
な地域に指定特定・障害児相談支援事業所がないときを含む。）  

        ② 医療機関や行政機関等の関係機関との連携体制を確保していること 

        ③  計画的に研修や事例検討を行う体制を整えていること  

   （人員基準） 

  →  管理者及び相談支援専門員（従前の指定相談支援事業者と同じ）とする。 

   ※ 事業所ごとに、専従の者を配置しなければならない。（地域相談支援は業務に支障がないものとして兼務可） 
            ただし、業務に支障のない場合は、当該事業所の他の職務等に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができる。 

 
（運営基準）                                       
  ○ 計画作成に当たっては、利用者の希望等を踏まえて作成。 

    ○ 計画作成手続 

① 支給決定前に、利用者の居宅等への訪問面接によるアセスメントを行い、計画案（モニタリング期間の提案を含む）を作成。 

② 利用者等の同意を得て、計画案を利用者に交付。 

③ 支給決定後、事業者と連絡調整を行うとともに、サービス担当者会議の開催等により、計画案の内容の説明及び意見を求める。 

④ ③により意見を求めた計画案について、利用者等に説明し、文書により同意を得て、計画を利用者に交付。 

    ○ 掲示等 

         重要事項（運営規定の概要、業務の実施状況、従事する者の資格、経験年数、勤務体制等）の掲示義務の他、公表の努力規定。 

    

   ※ その他、従前の指定相談支援に係る指定基準と同様に、秘密保持、苦情解決、記録の整備等必要な事項について規定。 

 
（その他） 
  → 障害児については、指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所の両方の指定を受けることが基本。 

  → 市町村直営の場合には、支給決定を行う組織とは独立した体制が確保されている場合に限り、指定。 
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４．報酬 

  ○ 計画相談支援・障害児相談支援は、従前のサービス利用計画作成費の基本報酬を踏まえて基本報酬を設定しつつ、従前の特定事業所 
加算分を組み入れて報酬単位を引上げ。 

   ・ サービス利用支援・障害児支援利用援助（計画作成）           １，６０６単位／月 

   ・ 継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助（モニタリング）  １，３０６単位／月 

   ・ 特別地域加算           +１５／１００ 

   ・ 利用者負担上限額管理加算   １５０単位 

   ※ 介護保険のケアプランが作成されている利用者にサービス等利用計画の作成を求める場合であって、同一の者が作成を担当する場合には、報酬上
の調整を行う。 

  ※ 障害児が障害福祉サービスと障害児通所支援の両方を利用する場合には、計画相談支援及び障害児相談支援の対象となる。 
    この場合の報酬については、障害児相談支援給付費のみ支給。 
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指定特定相談支援事業者  
  業務・役割：計画相談支援（サービス等利用計画）の作成 
 

 退院にあたっての地域移行支援等の利用や、退院後の障害福祉サー
ビスの利用等について、市町村の支給決定前にサービス等利用計画案
を作成し、支給決定後にサービス調整会議を開催するなど、サービス事
業者との連絡調整等を行うとともに、サービス等利用計画を作成します。 

 サービス等利用計画は、指定特定相談支援事業者が作成する総合的
なプランで、地域で生活するための課題解決や必要なサービスの利用を
支援するために作成するものです。本人の状況や退院後の生活全体に
関わる視点を持ってアセスメントし、最も適切なサービスの利用について
検討し、作成します。 

@2016 公益社団法人日本精神保健福祉士協会 



 
（地域移行支援） 
 ・地域移行支援サービス費 2,323単位/月 
  
 ・初回加算         500単位/月 
  （利用を開始した月に加算） 

 
 ・退院・退所月加算    2,700単位/月 
  （退院・退所月に加算） 

  

 ・集中支援加算       500単位/月 
   （月6日以上面接・同行による支援 
   を行った場合に加算） 

           
 ・障害福祉サービス事業の  300単位/日 
  体験利用加算 
  
 ・体験宿泊加算（Ⅰ）    300単位/日 
  
 ・体験宿泊加算（Ⅱ）    700単位/日 
  
 ・特別地域加算        ＋15/100 
 
（地域定着支援） 
 ・地域定着支援サービス費 
   〔体制確保分〕     302単位/月 
   〔緊急時支援分〕    705単位/日 
  
 ・特別地域加算        ＋15/100 
 
 
 
 

（参考） 地域生活への移行に向けた支援の流れ（イメージ） 報 酬 単 価 

○居宅で単身等で生活する者との
常時の連絡体制

○緊急訪問、緊急対応

市町村 ・ 保健所 ・ 精神保健福祉センター ・ 福祉事務所 ・ 障害福祉サービス事業所 ・
障害者就業・生活支援センター 等

自立支援協議会によるネットワーク化

【終期】

○住居の確保等

○同行支援

○関係機関調整

【中期】

○訪問相談

○同行支援

○日中活動の
体験利用

○外泊・体験宿泊

【初期】

○計画作成

○訪問相談、
情報提供

相談支援事業者と連携による地域

移行に向けた支援の実施
【精神科病院・入所施設】

外泊・宿泊体験
【自宅・アパート・グループホーム等】

日中活動の体験利用
【障害福祉サービス事業所】

通院、デイケア、訪問看護

連携

地域移行支援 地域定着支援
・事業の対象者
への周知

・意向の聴取等

・対象者選定

相談支援
事業者へ
つなげる

退院・退所

※ 精神障害者の退院促進支援事業の手引き（平成１９年３月日本精神保健福祉士協会）を参考に作成

連携

日中活動、居宅サービス利用

住まいの場の支援

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要 

 地域移行支援・・・障害者支援施設、精神科病院、救護施設・更生施設、矯正施設等に入所又は入院 

         している障害者を対象に住居の確保その他の地域生活へ移行するための支援を行う。  
 地域定着支援・・・居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊 
         急時には必要な支援を行う。 

地域移行支援 地域定着支援 

事業所数 ２９０事業所 ４７３事業所 

利用者数 ５０８人 ２,５９３人 

国保連平成28年8月実績 
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１．対象者 
  （地域移行支援） 
   ○ 障害者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護を行う病院に入所している障害者 

     ※ 児童福祉施設に入所する18歳以上の者、障害者支援施設に入所する15歳以上の障害者みなしの者も対象。 

   ○ 精神科病院（精神科病院以外で精神病室が設けられている病院を含む）に入院している精神障害者。  

     → 長期に入院していることから支援の必要性が相対的に高いと見込まれる１年以上の入院者を中心に対象。 

       １年未満の入院者は、特に支援が必要な者（措置入院や医療保護入院から退院する者で住居の確保などの支援を必要とするものや  
地域移行支援を行わなければ入院の長期化が見込まれる者など）を対象。 

       ※ 地域移行支援の支給決定主体は、障害者支援施設等に入所する者と同様に、精神科病院を含め居住地特例を適用。   
             （入院・ 入所前の居住地の市町村が支給決定） 

  （地域定着支援）  

   ○ 以下の者のうち、地域生活を継続していくための常時の連絡体制の確保による緊急時等の支援体制が必要と見込まれる者。 

     ･  居宅において単身で生活する障害者 

     ･ 居宅において同居している家族等が障害、疾病等のため、緊急時等の支援が見込まれない状況にある障害者 

    →   具体的な対象者のイメージは、施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した者、地域生活が不安定な者等 

    →  グループホーム・ケアホーム、宿泊型自立訓練の入居者については、対象外。  

  ※ 地域相談支援の給付決定に当たっては、障害程度区分認定調査に係る項目を調査（障害程度区分の認定は不要）        

    ただし、従前の国庫補助事業支援対象者については調査を実施しないことも可。（更新時は調査が必須）  

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援） 

２．サービス内容 

  （地域移行支援） 

     住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の厚生労働省令で定める便宜を供与。 

      →   「その他厚生労働省令で定める便宜」は、地域移行のための障害福祉サービス事業所等への同行支援等。  

  （地域定着支援）  

     常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の便宜を供与。 

     →  「常時の連絡体制」については、携帯電話による体制によることも可。また、緊急の事態に対して速やかに駆けつけられる体制を確保
することが前提。 

     →   「その他の便宜」については、障害福祉サービス事業所等との連絡調整等の緊急時の各種支援を想定。   

法 

法 

法 

法 
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３．給付決定の有効期間 

 （地域移行支援） 
      →  ６か月以内。地域生活への移行が具体的に見込まれる場合には、６ヶ月以内で更新可。 

       更なる更新については、必要に応じて市町村審査会の個別審査を経て判断。 

     （地域定着支援） 
     →  1年以内。地域生活を継続していくための緊急時の支援体制が必要と見込まれる場合には、１年以内で更新可。（その後の更新も同じ） 

４．事業の実施者（都道府県・指定都市・中核市が指定する一般相談支援事業者（地域移行・定着担当）） 

        ※   施行（平成２４年４月１日）の際、既存の指定相談支援事業者は、１年以内は「指定一般相談支援事業者（地域移行・定着担当）」と みなす。（期間
内に指定申請しないときは、その効力を失うことに留意。） 

（指定手続） 

   →  当該事業所の所在地を管轄する都道府県知事・指定都市市長・中核市市長に申請し、当該自治体が指定。 

  （人員基準） 

   →  管理者、地域移行支援・地域定着支援を担当する者(そのうち１人は相談支援専門員）とする。 

  ※ 事業所ごとに、専従の者を配置をしなければならない（計画相談支援・障害児相談支援との兼務は可）。 
      ただし、業務に支障のない場合は、当該事業所の他の職務等に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができる。 

    ※ 相談支援専門員については、自ら地域相談支援を実施する他、その他の者への技術的指導、助言を行う役割。 

    ※ 地域移行支援・地域定着支援を担当する者については、資格や経験を問わない。 

    ※ 従前の精神障害者地域移行・地域定着支援事業を実施する事業者は、当面の間、相談支援専門員の有無に関わらず指定できる。 
    （できる限り速やかに相談支援専門員を配置することが望ましい。） 

（運営基準（地域移行支援）） 

  ○ 地域移行支援計画の作成 
        対象者ごとに地域移行支援計画を作成。 

          なお、作成に当たっては、利用者への面接や障害者支援施設等又は精神科病院の担当者を招集した会議を開催し意見を求める。    

   ○  相談及び援助 

          利用者への面接による相談や障害者支援施設等又は精神科病院からの同行支援について、概ね週１回、少なくとも１月に２回行う。 

   ○  体験利用、体験宿泊の実施 

        利用者の状況等に応じ、障害福祉サービス事業の体験利用（委託）、一人暮らしに向けた体験宿泊（自ら実施又は障害福祉サービス事
業所への委託可）を実施。 

  ○  重要事項の掲示義務、公表の努力規定。  

   ※ その他、秘密保持、苦情解決、記録の整備等必要な事項について規定。 
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５．報酬 

    地域移行支援・地域定着支援は、毎月定額で算定する報酬を設定しつつ、特に支援を実施した場合等を加算で評価。 

  （地域移行支援） 
     ・ 地域移行支援サービス費                   ２，３００単位／月（毎月算定。少なくとも月２回以上面接・同行による支援が要件。） 
     ・ 退院・退所月加算                      ２，７００単位／月（退院・退所月に加算） 
     ・ 集中支援加算                                       ５００単位／月（退院・退所月以外で月６日以上面接・同行による支援を行った場合に加算） 
     ・ 障害福祉サービス事業の体験利用加算   ３００単位／日（障害福祉サービスの体験利用を行った場合に加算） 
     ・ 体験宿泊加算（Ⅰ）                                ３００単位／日（体験宿泊を行った場合に加算。（Ⅱ）が算定される場合は除く。） 
     ・ 体験宿泊加算（Ⅱ）                                 ７００単位／日（夜間支援を行う者を配置等して体験宿泊を行った場合に加算） 
        ・ 特別地域加算                                +１５／１００      
 

    （地域定着支援） 
    ・ 地域定着支援サービス費［体制確保分］  ３００単位／月（毎月算定） 
                      ［緊急時支援分］７００単位／日（緊急時に居宅訪問又は滞在型の支援を行った場合に算定） 
      ・ 特別地域加算                   +１５／１００ 

（運営基準（地域定着支援）） 

  ○ 地域定着支援台帳の作成 

        対象者ごとに、緊急時において必要となる家族、サービス事業者、医療機関等の連絡先等を記載した地域定着支援台帳を作成。 

                作成に当たっては、利用者に面接によるアセスメントを実施し、作成。 

   ○  常時の連絡体制の確保等 

        利用者との常時の連絡体制を確保するとともに、居宅への訪問等を行い、利用者の状況を把握。 

    ○  緊急の事態への対処等 

        緊急時に速やかに居宅への訪問等による状況把握を実施するとともに、利用者の家族、関係機関との連絡調整、緊急一時的な滞在
支援（指定障害福祉サービス事業者に委託可）等の支援。 

    ○  地域移行支援と同様に、 重要事項の掲示義務、公表の努力規定。  

   ※ その他、秘密保持、苦情解決、記録の整備等必要な事項について規定。 

  

  （その他） 
      →  地域移行支援・地域定着支援はできる限り支援の継続性を確保する観点から、両方の指定を受けることが基本。 

      ただし、他の事業所との連携等により適切に支援することが可能な場合には、地域移行支援のみ又は地域定着支援のみの指定可。 
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地域移行支援の対象拡大について 

 
 １．基本的な考え方に関すること 
    ○ 重点的な支援を行うことで地域生活に円滑に移行できることが期待される者として、 
      ① 入所期間の長期化や高齢化が進んでいる保護施設に入所している障害者、 
      ② 退所後の住居を確保し、円滑に福祉サービス等につなげることで再犯防止が期待される矯正施設等に入所している障 
       害者 
     を新たに地域移行支援の対象とする。 

 ２．保護施設に入所している障害者に関すること 
    ○ 保護施設のうち、「身体上又は精神上の理由」が入所の要件となっている「救護施設」及び「更生施設」に入所している障 
     害者を地域移行支援の対象とする。 
 
 ３．矯正施設等に入所している障害者に関すること 
    ○  対象とする矯正施設の種類は、刑事施設（刑務所、少年刑務所及び拘置所）及び少年院とする。 
    ○  対象とする障害者は、矯正施設の長が施設外で処遇を行うことを認め、地域相談支援事業者によって障害福祉サービス 
     の体験利用や体験宿泊などを実施することが可能な者に限定する。 
       ※ 「矯正施設内で行う支援」（入所している障害者に対する面談、支援計画の作成、住居の確保等）は、現在も保護観察所、地域生活定 
          着支援センターとの連携により実施。 

       ※ 具体的には、「刑事施設又は少年院の職員の同行が可能である障害者」や、「刑事施設、少年院の長が刑事施設、少年院の職員の同 
          行なしでの外出又は外泊を許可した障害者」が想定されるが、具体的な対象施設、対象者の範囲等については関係省庁等とも検討中。 

  
    ○  また、矯正施設を出所した障害者は、出所後の一定期間、更生保護施設等を利用するケースが少なくないことから、更生 
     保護施設等に入所した障害者についても支援の対象とする。 

地域生活への移行のために支援を必要とする者を広く地域移行支援の対象とする観点から、現行の障害者支援施設等に入所
している障害者又は精神科病院に入院している精神障害者に加えて、その他の地域における生活に移行するために重点的な
支援を必要とする者であって厚生労働省令で定めるものを追加。                     【平成２６年４月１日施行】 

    保護施設、矯正施設等を退所する障害者などに対象拡大 
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指定一般相談支援事業者：地域移行支援の実施  

 精神科病院等から退院・退所する際に支援が必要な方を対象として、住居の確保その他
の地域生活への移行に関する相談、外出の際の同行、障害福祉サービス（生活介護、自立
訓練、就労移行支援及び就労継続支援に限る）の体験的な利用支援、民間アパート等への
体験的な宿泊支援その他必要な支援を行います。支援の実施の際には、地域移行支援計
画を作成します。  

 精神科病院に入院している精神障害者が利用する場合、原則として、直近の入院期間が
１年以上の方が対象となりますが、直近の入院期間が１年未満であっても、措置入院者や
医療保護入院者で住居の確保などの支援を必要とする方や、地域移行支援を行わなけれ
ば入院の長期化が見込まれる方も対象となります。   

 
○ 入所している障害者とは、サービス等利用計画の作成を通して出会うことができる。相談支援専門
員の重要な役割です。 

○ 精神科病院に入院している精神障害者は、手をあげないと相談支援専門員と出会うことができない。
⇒ 基幹相談支援センター、委託相談支援事業所の役割、協議会の活用等 

○ 長期に入院していることから支援の必要性が相対的に高いと見込まれる１年以上の入院者への支
援、１年未満の入院者でも、特に支援が必要な者へは、医療機関との連携の上で早めに活用する。 
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指定一般相談支援事業者：地域定着支援の実施 

 地域で、単身等で生活する障害のある方に対し、休日や夜間等でも常に連絡がとれ
る体制を確保し、緊急に支援が必要な事態が生じた際に、緊急訪問や相談などの必要
な支援を行います。 

 このサービスでは、精神科病院や入所施設から退院または退所した方や地域生活が
不安定な方などに、常時の連絡体制の確保や緊急時支援を行うことで、障害のある方
の地域生活の継続を支援するものです。 

○ 委託相談支援事業所には、地域定着支援に該当する事例が多数あり、個別給付事業
の対象者に切り替えることが望ましい。 

○ 緊急の事態への対処とは、２４時間相談とは異なるもので、そのためにも、クライシスプ
ランの作成等、本人と緊急の事態とその際の対応方法を明確にしておく。 

○ 緊急の事態とは、本人にとっての「一大事」への対応であり、必ずしも医療的な緊急事
態とは合致しない。 
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① 相談支援体制の整備 

 地域移行支援を推進する上では、障害者総合支援法に基づく協議会を活用して、一般的な
相談、基幹相談支援センター、計画相談支援、地域相談支援を含めた相談支援体制を早急
に整えることが重要です。相談支援体制が整わないなかで、地域移行支援だけが推進され
ることはありません。相談支援体制を整えるなかで、地域移行支援の重要性を確認して共通
認識を持つとともに、地域移行支援を推進するための仕組みと人材育成の体制を整備する
必要があります。例えば、市町村の委託として一般的な相談のなかで地域移行支援を行って
いる事例がありますが、個別給付の対象者に一般的な相談でかかわるということは、一般的
な相談でしかかかわれない対象者への相談支援に支障が生じていることになります。このよ
うな認識を持って個別給付の活用を推進する必要があります。また、基幹相談支援センター
や地域移行支援に精通している事業所が新たに地域移行に取り組む事業所へのアドバイ
ザー役を担う等の推進体制を整えていくことも重要です。 

② 権利行使支援としての周知 

 入院している精神障害者に「地域移行支援、つまり退院のための支援が受けられる」とい
うことを周知することは最も重要な権利行使支援の一つです。国、都道府県、精神科病院の
管理者は地域移行支援が受けられることを入院しているすべての人に説明する必要がある
と考えます。 

地域移行支援を推進するために 
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地域移行支援を推進するために 

 

③医療と福祉の連携 
 

 地域移行支援は、相談支援事業所が、入院している病院と退院後の居住系と通所系の事業所との連携の

上で行われています。しかし、実際に、地域移行支援に取り組んでいない相談支援事業所、精神科病院に

とっては、制度やそれぞれの機関・事業者のこともよくわからないため、連携して支援することに慣れていませ

ん。協議会等が活用されている事例もありますが、地域移行支援を推進するための部会の設置、実務者向け

の研修会、連携のための事例検討会の実施が有効であると考えられます。 

 

④意思表明の支援 
 

 長期に入院している精神障害者が、退院を希望して地域移行支援を利用するという意思表明に至るには相

当の支援と時間を要します。地域移行支援を推進するためには、退院の動機づけが極めて重要な支援であ

り、相談支援事業所はここに労力を要していますが、この時点での支援は個別給付の対象外です。地域移行

支援は、退院の意思表明ができる前、迷っている段階から支援が受けられること、例えば、「退院することは

決められないけれど、退院したらどこに住むのか知りたい」「退院はしたくはないけれど、どんな暮らしをしてい

るのか見てみたい」という人が利用できることを検討するよう求められています。 
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 障害者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や高齢障害者による介護保険サー
ビスの円滑な利用を促進するための見直しを行うとともに、障害児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充を図るほ
か、サービスの質の確保・向上を図るための環境整備等を行う。 

１．障害者の望む地域生活の支援 
 

 (1) 施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象として、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相
談・助言等を行うサービスを新設する（自立生活援助） 

 

 (2) 就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援を行うサービスを新設する（就労定着支援） 
 

 (3) 重度訪問介護について、医療機関への入院時も一定の支援を可能とする 
 

 (4) 65歳に至るまで相当の長期間にわたり障害福祉サービスを利用してきた低所得の高齢障害者が引き続き障害福祉サービスに相当する
介護保険サービスを利用する場合に、障害者の所得の状況や障害の程度等の事情を勘案し、当該介護保険サービスの利用者負担を
障害福祉制度により軽減（償還）できる仕組みを設ける 

 

２．障害児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応 
 

 (1) 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達支援を提供するサービスを新設する 
 

 (2) 保育所等の障害児に発達支援を提供する保育所等訪問支援について、乳児院・児童養護施設の障害児に対象を拡大する 
 

 (3) 医療的ケアを要する障害児が適切な支援を受けられるよう、自治体において保健・医療・福祉等の連携促進に努めるものとする 
 

 (4) 障害児のサービスに係る提供体制の計画的な構築を推進するため、自治体において障害児福祉計画を策定するものとする 
 

３．サービスの質の確保・向上に向けた環境整備 
 

 (1) 補装具費について、成長に伴い短期間で取り替える必要のある障害児の場合等に貸与の活用も可能とする 
 

 (2) 都道府県がサービス事業所の事業内容等の情報を公表する制度を設けるとともに、自治体の事務の効率化を図るため、所要の規定を
整備する 

 平成30年４月１日（２.(3)については公布の日） 

 概 要 

 趣 旨 

 施行期日 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の 
一部を改正する法律（概要）(平成28年5月25日成立) 

厚生労働省資料 



地域生活を支援する新たなサービス（自立生活援助）の創設 

○ 障害者が安心して地域で生活することができるよう、グループホーム等地域生活を支援する仕組みの見直しが求められてい

るが、集団生活ではなく賃貸住宅等における一人暮らしを希望する障害者の中には、知的障害や精神障害により理解力や生

活力等が十分ではないために一人暮らしを選択できない者がいる。 
 

○ このため、障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する知的障害者や精神障害者などについて、

本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障害者の理

解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行うサービスを新たに創設する（「自立生活援助」）。 

施設 

居宅 

自立生活援助 
事業所 

 

一人暮らしを希望
する障害者が移行 

相談 
要請 

随時対応 
（訪問、電話、
メール等） 定期的な巡回訪問 

（例：週１～２回） 

居宅 居宅 居宅 居宅 

ＧＨ 病院 等 
 
○ 障害者支援施設やグループホーム等を利用
していた障害者で一人暮らしを希望する者等 

 対象者 

 
○ 定期的に利用者の居宅を訪問し、 

・ 食事、洗濯、掃除などに課題はないか 

・ 公共料金や家賃に滞納はないか 

・ 体調に変化はないか、通院しているか 

・ 地域住民との関係は良好か 

などについて確認を行い、必要な助言や医療

機関等との連絡調整を行う。 
 

○ 定期的な訪問だけではなく、利用者からの相

談・要請があった際は、訪問、電話、メール等

による随時の対応も行う。 

 

支援内容 

厚生労働省資料 

@2016 公益社団法人日本精神保健福祉士協会 

http://4.bp.blogspot.com/-Bu4fl7rnORg/UYtwzjheoDI/AAAAAAAARxM/XbK9UFqJdZM/s800/walk_woman.png
http://4.bp.blogspot.com/-Bu4fl7rnORg/UYtwzjheoDI/AAAAAAAARxM/XbK9UFqJdZM/s800/walk_woman.png
http://4.bp.blogspot.com/-Bu4fl7rnORg/UYtwzjheoDI/AAAAAAAARxM/XbK9UFqJdZM/s800/walk_woman.png


22  

 平成２７年４月から原則として全ての障害児者に専門的な相談支援を実施することとされている中、障害児者の相談支援の質の向上を図るため、

有識者や関係団体で構成する「相談支援の質の向上に向けた検討会」において相談支援専門員の資質の向上や相談支援体制の在り方について幅

広く議論を行い、今後目指すべき方向性をとりまとめた。（平成２８年３月から７月まで計５回開催） 

趣 旨 

「相談支援の質の向上に向けた検討会」における議論のとりまとめ（概要） 

 ① 基本的な考え方について 
  ・ 相談支援専門員は、障害児者の自立の促進と共生社会の実現に向けた支援を実施することが望まれている。そのためには、ソーシャルワークの

担い手としてスキル・知識を高めつつ、インフォーマルサービスを含めた社会資源の改善及び開発、地域のつながりや支援者・住民等との関係構築、
生きがいや希望を見出す等の支援を行うことが求められている。また将来的には、社会経済や雇用情勢なども含め、幅広い見識を有するソーシャ
ルワーカーとしての活躍が期待される。 

 

 ② 人材育成の方策について 
  ・ 相談支援専門員の要件である研修制度や実務経験年数などの見直しを行うとともに、キャリアパスの一環として指定特定相談支援事業だけでな

く、サービス管理責任者や基幹相談支援センターの業務を担うなど、幅広い活躍の場が得られる仕組みを検討するべき。 
  ・ 研修カリキュラムの見直しについては、「初任者研修」及び「現任研修」の更なる充実に加え、指導的役割を担う「主任相談支援専門員（仮称）」の

育成に必要な研修プログラムを新たに設けるとともに、より効果的な実地研修（OJT）を組み込むべき。 
 

 ③ 指導的役割を担う「主任相談支援専門員（仮称）」について 
  ・ 相談支援専門員の支援スキルやサービス等利用計画について適切に評価・助言を行い、相談 支援の質の確保を図る役割が期待されており、基

幹相談支援センター等に計画的に配置されるべき。また、更新研修等も導入すべき。 
  ・ 指導的役割を果たすため、適切な指導や助言を行う技術を習得する機会が確保されるよう、都道府県等が人材育成に関するビジョンを策定する

など、地域における相談支援従事者の段階的な人材育成に取り組むべき。 
 

 ④ 相談支援専門員と介護支援専門員について 
  ・ 障害者の高齢化や「親亡き後」へのより適切な支援を行うため、両者の合同での研修会等の実施や日々の業務で支援方針等について連携を図

るとともに、両方の資格を有する者を拡大することも一案と考えられる。 
 

 ⑤ 障害児支援利用計画について 
  ・ 障害児支援利用計画については、いわゆるセルフプランの割合が高いが、障害児についての十分な知識や経験を有する相談支援専門員が少な

いことが原因の一つと考えられる。これまでの専門コース別研修に加え、障害児支援に関する実地研修などを設けるべき。 

  ・ 市町村においても、障害児を取り巻く状況を十分把握し、評価を加えた上で適切な関係機関につなぐなど十分配慮し、そのために必要な知見の
習得に努めるべき。  

とりまとめのポイントⅠ ～相談支援専門員の資質の向上について～ 

（出典 厚労省資料） 
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 ① 相談支援の関係機関の機能分担について 

  ・ 基本相談支援を基盤とした計画相談支援、一般的な相談支援、体制整備や社会資源の開発等の役割について、地域の実情に応じて関係機関が
十分に機能を果たすことが必要である。そのためには、協議会等が中心となって調整を進めるとともに、市町村職員の深い理解や都道府県を中心
に協議会担当者向けの研修会を推進する必要がある。 

  ・ 市町村は、計画相談支援の対象とならない事例や支援区分認定が難しい事例に対しても積極的かつ真摯に対応することが求められており、この
点は相談支援事業者に委託する場合であっても同様であることに留意するべき。 

 
 ② 基幹相談支援センターの設置促進等について 
  ・ 基幹相談支援センターの設置促進に向け、市町村において、障害福祉計画の作成等に際して相談支援の提供体制の確保に関する方策を整理し、

地域の関係者と十分議論することが重要。仮に基幹相談支援センターの設置に一定期間を要する場合でも、基幹相談支援センターが担うべき役割
をどのような形で補完するか市町村において整理するべき。 

  ・ 都道府県においても、障害福祉計画のとりまとめ等の際に、基幹相談支援センターを設置していない市町村に対して相談支援体制の確保に関す
る取り組みをフォローし、必要に応じて広域調整などの支援を行うべき。 

 
 ③ 相談窓口の一元化等について 
  ・ 相談支援の関係機関の相談機能の調整にあたっては、必要に応じて地域包括支援センター等との連携や相談窓口の一元化なども視野に入れ、

地域の相談体制を総合的に考える視点も必要。 
  ・ こうした取組を進めるにあたっては、すでに一部の地域で先駆的に実施されている取組状況を広く横展開することが有効。 
  ・ 総合的な相談窓口は必要であるが、一方で身近な窓口や専門的な相談機関も求められている。いずれの場合でもワンストップで適切な関係機関

に必ずつながるよう、関係機関間での連携強化を図るなど、各自治体において適した取組を考えるべき。 
 
 ④ 計画相談支援におけるモニタリング及び市町村職員の役割について 
  ・ 計画相談支援におけるモニタリングは、サービス利用状況の確認のみならず、利用者との一層の信頼関係を醸成し、新たなニーズや状況の変化

に応じたニーズを見出し、サービスの再調整に関する助言をするなど、継続的かつ定期的に実施することが重要である。 
  ・ 特に高齢障害者が介護保険サービスへ移行する際には、制度間の隙間が生じないよう相談支援専門員による十分なモニタリングを実施し、その

結果を介護支援専門員によるアセスメントにもつなげるべき。 
  ・ 相談支援専門員一人が担当する利用者の数もしくは一月あたりの対応件数について、一定の目安を設定することも相談支援の質の確保にあ

たっては必要。また、地域相談支援についても、障害者の地域移行を促進する観点から、計画相談支援との連携をより一層有効に進めるべき。 
  ・ 障害福祉サービス等の支給決定の内容がサービス等利用計画案と大きく異なる場合には、市町村の担当職員や相談支援専門員を中心として地

域の関係者間で調整を行う必要がある。そのため、市町村の担当職員においては、機械的に事務処理を進めることのないよう、相談支援従事者研
修などに参加することなどを通じて一定の専門的知見を身につけ、適切かつ積極的な調整を行うべき。 

とりまとめのポイントⅡ ～相談支援体制について～ 
（出典 厚労省資料） 
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ピアサポート活動の考え方 リカバリーを促進する 

  

人はその営みの中で、他者との様々なかかわりを持っている。しかし，障害者は往々にしてこの
関係性を失い，孤独でひきこもりがちな生活を送ることがある。自分の人生を取り戻して自分ら
しく生活するためには，人との関係性，特に仲間とのかかわりはなくてはならない。 

 このことを基本として， 

 ① コミュニケーションを大切にした日常的な仲間活動 

 ② 自らの体験を生かした社会的な活動 

 ③ 関係性を生かしてピアスタッフとして働くこと 

ピアサポーターとして働くことを整理する。 
 ① あなたにとって、生きること、働くこととは？ 
 ② あなたにとって仕事をすることとは？ 
 ③ あなたにとって障害をもちながら仕事をすることとは？ 
 ④ あなたにとって当事者を支援対象として仕事をすることとは？ 
＊ ピアサポーター及び雇用主のガイドラインと一定の研修が必要です。 
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日常的なピアサポート 

ピ
ア
サ
ポ
ー
ト
の
活
動
と
役
割 

啓発活動・福祉教育 

支援者としての役割を
持ったピアサポーター 

地域活動支援センター等の 
ピアサポーター 

相談支援事業所 
就労支援事業所等のスタッフ 

地域移行ピアサポーター 

・当事者同士の交流など 

・体験発表など 

・ピアサポートの専門スキルプラス、相談
支援、就労支援スキルを学んで仕事に活
かす。 

・ピアとして寄り添う支援を基本に 
据える 

・ピアサポートの専門スキルを学んで仕
事に活かす。 

精神障害者ピアサポート  

仲間活動 

社会活動 

さらに期待できる分野 
・リワーク 
・医療 ＳＤＭ 
・行政 等々 

自立生活援助ピアサポーター 

• ピアサポート専門員・ピアスタッフ 
  （≒リカバリーを促進する専門職） 
• 障害者雇用の推進の議論ではない  
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